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３－７ 行政施策について

（１）共生社会構築のために必要な行政施策

共生社会構築のために必要な行政施策としては、「在住外国人に対する日本の文化、生

活習慣等の講座の開催」（46.9％）、「在住外国人に対する法律・交通ルールの指導」

（43.5％）など、在住外国人に対する施策が多くなっている。

一方、日本人に対する施策、外国人の就労に対する施策については、相対的に少なく

なっている。

○ 質問

今後、共生社会構築のため、行政にどんな施策が必要と考えていますか。（複数回答）
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